
 

 医 政 地 発 0331第 １ 号 

令 和 ５ 年 ３ 月 3 1日 

 

各都道府県衛生主管部（局）長 殿 

 

厚生労働省医政局地域医療計画課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

地域医療構想の進め方について 

 

 

地域医療構想については、これまで、「地域医療構想の進め方について」（平成 30 年

２月７日付け医政地発 0207 第１号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）（以下「平

成 30 年通知」という。）、「公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等について」

（令和２年１月 17 日付け医政発 0117 第４号厚生労働省医政局長通知）、「地域医療構想

の進め方について」（令和４年３月 24 日付け医政発 0324 第６号厚生労働省医政局長通

知）（以下「令和４年通知」という。）等に基づき、取組を進めていただいてきたところ

であるが、引き続き、これらの通知の記載を基本としつつ、「第８次医療計画等に関す

る意見のとりまとめ」（令和４年 12 月 28 日第８次医療計画等に関する検討会。以下「と

りまとめ」という。）等を踏まえ、追加的に留意いただく事項について、下記のとおり

整理したので、貴職におかれては、これらの整理について御了知いただいた上で、地域

医療構想の実現に向けた取組を進めるとともに、本通知の趣旨を貴管内市区町村、関係

団体及び関係機関等へ周知いただくようお願いする。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項の規定に基

づく技術的助言であることを申し添える。 

 

記 

 

１．都道府県における地域医療構想の実現に向けたPDCAの取組 

令和４年通知で示しているとおり、今後、各都道府県において第８次医療計画（2024

年度～2029 年度）の策定作業が 2023 年度にかけて進められる際には、各地域で記載

事項（新興感染症発生・まん延時における医療）の追加等に向けた検討や病床の機能

分化・連携に関する議論等を行っていただく必要があるため、その作業と併せて、2022

年度及び 2023 年度において、地域医療構想に係る民間医療機関も含めた各医療機関

の対応方針の策定や検証・見直しを行うこととしている。 

都道府県は、年間スケジュールを計画した上で取組を進め、進捗状況の検証を行い、

地域医療構想の実現を図っているところであるが、とりまとめを踏まえ、毎年度、対

応方針の策定率等を目標とした PDCA サイクルを通じて地域医療構想を推進すること

とする。 

 

（１）年度目標の設定について 

都道府県が毎年度設定する構想区域（医療法(昭和 23 年法律第 205 号。以下「法」

という。)第 30 条の４第２項第７号に規定する構想区域をいう。以下同じ。）毎の

地域医療構想の推進に係る目標については、対応方針の策定率（医療機関において

策定するだけではなく、地域医療構想調整会議で合意しているものであることとす
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る。以下同じ。）が 100％に達していない場合は、対応方針の策定率とする。その際、

令和４年通知において、「2022 年度及び 2023 年度において、地域医療構想に係る

民間医療機関も含めた各医療機関の対応方針の策定や検証・見直しを行う」ことと

していることを踏まえ、適切な目標設定を行うよう留意する。 

なお、2023 年度当初において、既に対応方針の策定率が 100％に達している場合

における同年度の目標及び 2024 年度以降の目標については、合意した対応方針の

実施率等とする。 

また、病床機能報告の報告率が 100％でない場合には、対応方針の策定の前提と

なる、地域における医療機能の現状と将来の見込みが正確に把握できないことから、

都道府県は、病床機能報告の対象医療機関であって、未報告である医療機関に対し

て、病床機能報告を行うよう求めることとし、必要に応じ、法第 30 条の 13 第５項

に基づき、期間を定めて報告するよう命ずること。また、当該医療機関が、当該命

令に従わない場合には、同条第６項に基づく公表や法第 92 条に基づく過料の規定

も踏まえ、適切な対応を検討することとする。その際、医療機関ごとの状況を踏ま

え、丁寧な対応を心掛けること。 

 

（２）地域医療構想の進捗状況の検証 

地域医療構想の進捗状況を検証し、病床機能報告に基づく病床機能報告上の病床

数と将来の病床数の必要量について、データの特性だけでは説明できない差異が生

じている構想区域においては、当該構想区域の地域医療構想調整会議においてその

要因の分析及び評価を行い、その結果を公表するとともに、当該会議の意見を踏ま

え、以下（３）に示すとおり必要な対応を行うこと。 

「データの特性だけでは説明できない差異が生じている」とは、病床機能報告に

基づく地域の医療機能に過剰又は不足が生じている場合において、病床機能報告が

病棟単位であることに起因する差異や、地域の実情に応じた定量的基準の導入によ

り当該過剰又は不足について説明ができる場合を除き、これに該当するものとする。 

なお、人員・施設整備等のやむを得ない事情により、2025 年までに医療機能の再

編の取組が完了しない場合においては、完了できない事情やその後の見通しについ

て具体的な説明を行うことが必要である。 

 

（３）進捗状況の検証を踏まえて講ずるべき必要な対応について 

データの特性だけでは説明できない差異が生じている構想区域については、以下

の対応を行うこと。 

① 非稼働病棟等への対応 

対応方針に基づく取組を実施し、データ等に基づく説明を尽くした上で、なお

生じている差異として、非稼働病棟や非稼働病床の影響が考えられる（※）。 

これを踏まえ、非稼働病棟に対しては平成 30 年通知の１⑴イに基づく対応を

行うこと。その際、非稼働病棟を再稼働しようとする医療機関の計画については、

2025 年が間近に迫っていることを鑑み、当該病棟の再稼働のための医療従事者

の確保の具体的な見込み等も含めて地域医療構想調整会議において詳細な説明

を求め、十分に議論すること。 

なお、生じている差異の要因の分析及び評価や必要な対応の検討に当たっては、

病棟単位では非稼働とはなっていないが、非稼働となっている病床数の影響や病

床稼働率が著しく低い病棟についても、病床機能報告等より把握し（※※）、そ

の影響にも留意する必要がある。 
 



※ 非稼働病棟等の影響について 

病床機能報告においては、報告年の 7 月１日時点において、休棟中であっ

て医療機能の選択が困難である場合には、今後再開予定か廃止予定かを報告

し、再開予定がある場合には、2025 年時点の医療機能を選択することとして

いる。よって、報告時点で休棟中の病床も、具体的な再開予定のある場合に

は 2025 年の見込み量に計上されている。 

※※ 病床機能報告において、許可病床数と最大使用病床数を比較し、病棟単

位では非稼働とはなっていないが、非稼働となっている病床数を把握するこ

とが可能である。 

 

② 構想区域全体の 2025 年の医療提供体制の検討について 

地域医療構想調整会議において生じている差異の要因の分析及び評価を行っ

た結果、①の対応のみによっては、生じている差異への対応が不十分であると

認められる場合には、構想区域全体の 2025 年の医療提供体制について改めて協

議を行い、その協議を踏まえて 2025 年の各医療機関の役割分担の方向性等（必

要に応じて、病床数や医療機能を含む。）について議論し、当該構想区域の今後

対応すべき具体的な課題を明確化した上で、当該課題を解決するための年度毎

の工程表（KPI を含む。）を策定し、公表すること。 

 

③ その他の地域医療構想調整会議の意見を踏まえた対応 

上記①、②以外の対応が必要な場合には、地域医療構想調整会議の意見を踏

まえ、必要な対応を行うこと。 

 

２．再編検討区域について 

（１）再編検討区域の基本的な考え方 

 新経済・財政再生計画改革工程表2022（令和４年12月22日経済財政諮問会議決

定）において、2023年度末までに重点支援区域の設定の要否を判断した都道府県

の割合を100％にすることが求められているが、地域医療構想調整会議において重

点支援区域申請を行う旨の合意を得るため、協議前の再編の要否を含めた検討段

階においても、一定程度のデータを用いた地域の医療提供体制の分析等が必要で

ある。 

そのため、厚生労働省において、重点支援区域の申請の要否を判断するまでの

支援として、再編の検討の初期段階における複数医療機関の再編を検討する区域

（以下「再編検討区域」という。）の支援を行う。 

 検討の結果として、再編や重点支援区域への申請を行わない等の判断もあり得

るため、再編検討区域の支援に係る依頼をする段階において、重点支援区域への

申請を前提とする必要はない。 

 都道府県は対象医療機関の合意を得た上で、別添様式にて、厚生労働省医政局

地域医療計画課宛てに再編検討区域の支援に係る依頼を行う。なお、依頼は随時

受付をすることとする。 

 

（２）再編検討区域の支援対象 

複数医療機関の再編（※）を検討する事例を対象とすることとし、単一医療機

関の再編を検討する事例は対象としない。 

※ 再編は、地域の医療提供体制の現状や将来像を踏まえた個別の医療機関

の医療提供内容の見直しを行うため、 


